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Ⅰ．平成 26 年度港湾局関係補正予算配分方針 

 

「地方への好循環拡大に向けた緊急経済対策（平成 26 年 12 月 27 日閣議決定）」に基

づき、重点分野の「災害復旧など災害・危機等への対応」の推進を図るため、 

 

○ 港湾における防災・減災対策 

○ 自然災害リスクが高い地域・施設等における緊急防災対応を推進するための 

海岸保全施設の整備 

 

 に配分する。 

 

また、公共事業の発注平準化措置として、いわゆるゼロ国債（当該年度の支出はゼロ

であるが、年度内に契約発注が可能）により、効率的な事業進捗を図る。 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ．平成 26 年度補正予算配分総括表 

 

 
  

[総事業費] （単位：百万円）

本省配分 一括配分 計 本省配分 一括配分 計 本省配分 一括配分 計

港湾整備事業

直轄 5,815 5,815 21,626 859 22,485 27,441 859 28,300

補助 50 50 226 1,750 1,976 226 1,800 2,026

港湾海岸事業

直轄 249 249 1,800 1,800 2,049 2,049

計

直轄 6,064 6,064 23,426 859 24,285 29,490 859 30,349

補助 50 50 226 1,750 1,976 226 1,800 2,026

合 計 6,064 50 6,114 23,652 2,609 26,261 29,716 2,659 32,375

注1）一括配分は、大臣の委任を受けた地方整備局長等が箇所付けを行う予算である。

 　2）合計は四捨五入の関係で一致しない場合がある。

区分

合計
国庫債務負担行為

（ゼロ国債）
「災害・危機等への対応」
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Ⅲ．事業別概要 

 

「地方への好循環拡大に向けた緊急経済対策（平成 26 年 12 月 27 日閣議決定）」に基

づく重点分野の「災害復旧など災害・危機等への対応」における事業概要は以下のとお

りである。 

また、積雪寒冷地等の施工期間に制限があるなど、早期の工事着手が必要な事業につ

いて、ゼロ国債により、効率的な事業進捗を図る。 

 

 

■ 災害・危機等への対応 

 

○港湾における防災・減災対策 【事業費 5,865 百万円】 

 

災害時の緊急物資輸送の拠点となる岸壁や風水害対策としての航路等の整備を推進

する。 

 

 

○自然災害リスクが高い地域・施設等における緊急防災対応を推進するための 

海岸保全施設の整備 【事業費 249 百万円】 

 

切迫する南海トラフ地震による津波から、背後の人命・財産を防護するための地震・

津波対策等として、海岸保全施設を整備する。 
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Ⅳ．都道府県別等配分額 

１．重点分野「災害・危機等への対応」 

 

 

 

  

[直轄事業] （単位：百万円）

本省配分 一括配分 計 本省配分 一括配分 計 本省配分 一括配分 計

北海道 198 198 198 198

関　東 2,001 2,001 2,001 2,001

北　陸 1,000 1,000 1,000 1,000

中　部 906 906 180 180 1,086 1,086

近　畿 1,000 1,000 1,000 1,000

中　国 10 10 10 10

九　州 701 701 69 69 770 770

合 計 5,815 5,815 249 249 6,064 6,064

[補助事業] （単位：百万円）

本省配分 一括配分 計 本省配分 一括配分 計 本省配分 一括配分 計

沖　縄 50 50 50 50

合 計 50 50 50 50

注1）一括配分は、大臣の委任を受けた地方整備局長等が箇所付けを行う予算である。

 　2）合計は四捨五入の関係で一致しない場合がある。

港湾整備事業

区 分
合 計

区 分
港湾海岸事業

港湾整備事業

合　　　　　計

港湾海岸事業
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２．国庫債務負担行為（ゼロ国債） 

 

 

 

  

[直轄事業] （単位：百万円）

本省配分 一括配分 計 本省配分 一括配分 計 本省配分 一括配分 計

北海道 4,741 859 5,600 4,741 859 5,600

東　北 2,010 2,010 2,010 2,010

関　東 650 650 650 650

北　陸 4,214 4,214 1,050 1,050 5,264 5,264

中　部 1,137 1,137 1,137 1,137

近　畿 1,340 1,340 1,340 1,340

中　国 1,171 1,171 210 210 1,381 1,381

四　国 1,000 1,000 540 540 1,540 1,540

九　州 3,720 3,720 3,720 3,720

沖　縄 1,643 1,643 1,643 1,643

合 計 21,626 859 22,485 1,800 1,800 23,426 859 24,285

[補助事業] （単位：百万円）

本省配分 一括配分 計 本省配分 一括配分 計 本省配分 一括配分 計

関　東 1,060 1,060 1,060 1,060

　東京 1,060 1,060 1,060 1,060

北　陸 60 490 550 60 490 550

　新潟 490 490 490 490

　石川 60 60 60 60

中　国 200 200 200 200

　島根 200 200 200 200

四　国 166 166 166 166

　愛媛 166 166 166 166

合 計 226 1,750 1,976 226 1,750 1,976

注1）一括配分は、大臣の委任を受けた地方整備局長等が箇所付けを行う予算である。

 　2）合計は四捨五入の関係で一致しない場合がある。

港湾整備事業 港湾海岸事業

合　　　　　計

合 計

区 分
港湾整備事業 港湾海岸事業

区 分
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３．合計 

 

 

 

  

[直轄事業] （単位：百万円）

本省配分 一括配分 計 本省配分 一括配分 計 本省配分 一括配分 計

北海道 4,939 859 5,798 4,939 859 5,798

東　北 2,010 2,010 2,010 2,010

関　東 2,651 2,651 2,651 2,651

北　陸 5,214 5,214 1,050 1,050 6,264 6,264

中　部 2,043 2,043 180 180 2,223 2,223

近　畿 2,340 2,340 2,340 2,340

中　国 1,181 1,181 210 210 1,391 1,391

四　国 1,000 1,000 540 540 1,540 1,540

九　州 4,421 4,421 69 69 4,490 4,490

沖　縄 1,643 1,643 1,643 1,643

合 計 27,441 859 28,300 2,049 2,049 29,490 859 30,349

[補助事業] （単位：百万円）

本省配分 一括配分 計 本省配分 一括配分 計 本省配分 一括配分 計

関　東 1,060 1,060 1,060 1,060

　東京 1,060 1,060 1,060 1,060

北　陸 60 490 550 60 490 550

　新潟 490 490 490 490

　石川 60 60 60 60

中　国 200 200 200 200

　島根 200 200 200 200

四　国 166 166 166 166

　愛媛 166 166 166 166

沖　縄 50 50 50 50

合 計 226 1,800 2,026 226 1,800 2,026

注1）一括配分は、大臣の委任を受けた地方整備局長等が箇所付けを行う予算である。

 　2）合計は四捨五入の関係で一致しない場合がある。

区 分
港湾整備事業 港湾海岸事業 合 計

区 分
港湾整備事業 港湾海岸事業 合　　　　　計
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Ⅴ．配分箇所の具体事例 

 

１．「災害・危機等への対応」 

 
 

 

 

２．公共事業の契約の前倒し（ゼロ国債） 

 
 

都道府県名 箇所名 配分額 事  業  概  要

百万円 

新潟県 新潟港 1,000 　災害時の緊急物資輸送の拠点となる

[西港地区] 岸壁や風水害対策としての航路等の

整備を推進する。

愛知県 三河港 347

[神野地区]

三重県 津松阪港海岸 180 　大規模地震による津波等から背後の

人命・財産を防護するため、堤防の

整備を推進する。

都道府県名 箇所名 配分額 事  業  概  要

百万円 

福井県 敦賀港 550 　積雪寒冷地において、工事可能な

[鞠山北地区] 期間が春～秋に限られるなど施工

期間に制限があるため、ゼロ国債

富山県 伏木富山港 550 により効率的に事業を推進する。

[伏木、富山地区]

新潟県 新潟港海岸 650


